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○会津美里町生ごみ処理機等購入費補助金交付要綱 

平成17年10月１日告示第104号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、家庭から出る生ごみの減量化及び再生利用を推進し、生活環境の向上を

図るため、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、会津美里町補助金等の交付等に関

する規則（平成17年会津美里町規則第44号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者（以下「補助事業者」とい

う。）は、会津美里町に住所を有し、個人の厨房等から生ずる生ごみの処理機等を新に購入

し、設置する者とする。ただし、同一世帯の者が過去３年以内に同要綱による補助金の交付

を受けたことがある補助事業者は、この補助金の交付を受け取ることはできない。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、総事業費の２分の１以内の額又は次項に規定する限度額のいずれか低

い額とする。 

２ 補助金の限度額は、次のとおりとする。 

(１) 生ごみ処理容器 5,000円 

(２) 電動生ごみ処理機 50,000円 

３ 第１項による補助金の額に100円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額を

もって補助金の額とする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付申請は、生ごみ処理機等購入費補助金交付申請書（様式第１号）による

ものとする。 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めると

きは補助金の交付を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により交付決定したときは、生ごみ処理機等購入費補助金交付決定通

知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第６条 規則第９条に規定する別に定める期日とは、前条の通知を受領した日から起算して14

日以内とする。 

（補助事業の内容の変更、中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、補助事業等の内容又は補助事業等に要する経費の配分の変更（総事業

費の100分の20以内の軽微な変更を除く。）をしようとするとき、又は補助事業等を中止し、

若しくは廃止しようとするときは、速やかに会津美里町生ごみ処理機等購入費補助金変更

（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の変更交付決定） 

第８条 町長は前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、会津美里町生ごみ処理機等購入費補助金変更交付決定通知書（様式第４号）により補助

事業者に通知するものとする。ただし、変更による補助金の交付決定額は、予算の範囲内で

行うことができる。 

（実績報告） 
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第９条 この補助事業が完了したときは、事業完了の日（補助事業等の廃止の承認を受けたと

きは、その承認を受けた日）から14日以内に会津美里町生ごみ処理機等購入費補助金事業実

績報告書（様式第５号）に必要な書類を添えて、町長に報告しなければならない。 

（補助金の交付請求） 

第10条 第５条又は第８条の規定による交付の決定を受けた補助事業者は、補助金の交付を請

求しようとするときは、生ごみ処理機等購入費補助金請求書（様式第６号）を町長に提出し

なければならない。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第11条 町長は、規則第10条及び第18条に定めるもののほか、補助金の交付を受けた補助事業

者が偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたことが判明したときは、交付した

補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成17年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 同要綱の施行の日の前日までに、合併前の会津高田町廃棄物減量化推進補助金交付要綱

（平成５年会津高田町告示第55号）、会津本郷町生ごみ処理機等購入費助成金要綱（平成12

年会津本郷町告示第４号）又は新鶴村廃棄物減量化推進補助金交付要綱（平成７年新鶴村要

綱第７号）の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、それぞれ同要綱の相当規定に

よりなされたものとみなす。 

（この要綱の失効） 

３ この要綱は、令和７年３月31日限り、その効力を失う。 

附 則（平成28年３月７日告示第30号） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月25日告示第63号） 

この要綱は、平成31年３月25日から施行する。 

附 則（令和４年３月25日告示第53号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定は、令和４年

３月25日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第９条関係） 
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様式第６号（第10条関係） 

 


